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1.コ ン ピ ュ ー タ 利 用 の 必 要 性

1.コ ン ピ ュ ー タ の 普 及 状 況

工1わ が 国 にお け る コン ビ'=一 夕使 用 の状 況

わが 国 に おけ る コ ン ピュー タの使 用 は 昭和32年

に始 ま る。

そ の後 の普 及 は め ざま し く,設 置台数 では現在,

世界 第2位 にま で 及ん で い る 。

わが 国 の コ ン ピュー タ使 用 の特 徴 の一 つ は,小 型

お よび 超小 型 の機 種 の利用 が多 い とい うこ とで,特

に こ こ2～3年,こ れ らが 飛 躍的 に増 加 して いる 。

国産 コ ン ピュー タの主要 メー カは,富 士通,日 本

電気,日 立,東 芝,沖 電気,三 菱 電 気 で,生 産 台 数

もア メ リカに次 い で第2位 を 占め て い る 。

(1)コ ン ピュー タの設 置台 数

昭和47年9月 末 現 在,わ が 国 に おい て,実 働

しで い る汎 用 コン ピュー タは,総 台数14,806セ

ッ ト(国 産機9,607セ ッ ト,外 国 機5,199セ

ッ ト)と な って い る。(日 本 電子 計 算機 ㈱ 調 べ)

(2)設 置場 所(日 本 電 子計 算 機 ㈱ 調 べ)

民 間企 業12,482セ ット(84.3%)

学校,病 院589セ ット(4.0%)

政 府,地 方 公 共 団体 一 ・・IPO8セ ット(6.8%)

各種 団 体,そ の他 一 ・…・727セ ット(4.9%)
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(3)地 域 別汎 用電 子計 算 組 織実 働 状 況

昭和47年9月 末 現 在

(単位:台 数セット,金額百万円,日 本電子計算機掬調べ)

国 産 機 外 国 機 合 計
県 別

台 数 金 額 台 数 金 額 台 数 金 額

北 海 道. 267 13,647 74 6,549 341 20,196

青 森 43 1,205 34 491 77 1,696

岩 手 67 島121 . 18 560 85 2,682

宮 城 137 6,011 59 3,570 196 9,581

秋 田 39 975 15 320 54 1,295

山 形 42 1,583 7 334 49 1,917

福 島 57 2,234 14 1,372 71 3,606

東 京 3,098 293,655 1,812 288,789 4,910 582,445

神 奈 川 581 59,495 206 25365 787 84,860

千 葉 176 7,603 70 7,782 246 15385

埼 玉 209 8,799 68 3,543 277 12,342

茨 城 93 14,605 32 3,284 125 17,889

群 馬 78 4,065 32 1,180 110 5245

栃 木 61 4,150 36 2,823 97 6,973

新 潟 85 3,54g 86 3,657 171 7,205

長 野 123 5487 43 2,195 166 7,682

山 梨 30 747 12 453 42 1,200

静.岡 214 12,612 89 5,101 303 17,713

愛 知 625 36,817 370 30,802 995 67,618

岐 阜 80 3,507 43 2,283 123 5,790

三 重 46 3,014 26 2,019 72 5033

富 山. 51 2166 26 4,993 77 7,159

石 川 80 2,997 15 988 95 3,984

大 阪 1,367 86,623 885 92,211 2,252 178,834
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国 産 機 外 国 機 合 計
県 別

台 数 金 額 台 数 金 額 台 数 金 額

兵 庫 276 1ぴ413 118 8,873 394 21287

京 都 224 12,499 126 3β40 350 1⑤439

奈 良 16 744 41 8534 57 9278

滋 賀 37 1,488 31 1,932 68 3,419

福 井 49 959 16 1,313 56 2,272

和 歌 山 47 4,606 23 1,058 70 5663

広 島 240 15,686 124 12580 374 2&266

岡 山 97 6,565 48 3,634 145 10,199

山 口 62 3,685 45 2,758 107 6,443

鳥 取 11 203 16 244 27 448

島 根 15 834 12 292 27 1,126

愛 媛 39 2,325 40 1,348 79 3,674

高 知 29 981 12 279 41 1,259

香 川 92 2,723 23 671 115 4,394

徳 島 27 829 6 139 33 969

福 岡 277 14,986 162 9,628 439 24,614

佐 賀 17 1,175 14 445 31 1,619

長 崎 33 1,350 32 2,542 65 3,892

熊 本 41 2,452 18 158 59 2,610

大 分 ,48 4,176 17 352 65 4,528

宮 崎 13 328 17 974 30 1,301

鹿 児 島 33 1,175 40 748 73 1,923

沖 縄 5 218 7 427 12 645

不 明 239 8,408 129 22,816 368 31,225

合 計

.

9,607 685472 5,199 576β52 14,806 1261,824

台 数 比16▲9%
i

i351%ili

金 額 比ll 、4、%}i、57%llll
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(4)わ が 国に お け る コン ピ ュー タ組 織実 働状 況

昭和47年9月 末現在(単 位:セ ット数,日 本電子計算機 ㈱ 調べ)

規 模'別 国 産 機 外 国 機 合 計
規模別セッ敵
比 率

大 型A 208 287 495

大 型B 403 358 756

大 型(計) 611 640 1,25i 8.5%

中 型A 1,117 398 1,510

中 型B 1,881 624 2,505

中 型(計) 2,998 1,017 4,015 271%

小 型 3,010 1,029 4,039

超 小 型 2,988 客513 5,501

小 型(計) 5,998 3,542 乳540 64.4%

合 計 9,607 5,199 14,806

〔対前年 〕

年 間増加率
25.4% ・45.3% 3L8%

/

〔・ン ピ_措 置 大型A"

規 模 の層 別 化 〕 大 型
B・・

中型A・ ・

中型B・ ・

小 型 ・・

超 小型 ・'

_5億 円 以 上

・…2億5,000万 円 以 上5億 円 未 満

一1億 円以 上2億5,000万 円未 満

・…4,000万 円 以 上1億 円 未 満

・…1,000万 円 以 上4,000万 円 未 満

・…1,000万 円 未 満
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(5)世 界 に お け る わ が 国 の 地 位

IDC.世 界 コン ピュー タ ・セ ンサ ス

昭和46年12月31日 現 在

、
国 名 設 置 台 数

設 置 金 額

(100万 ドル)

台

(入 口100万 入)

数

ア メ リ カ ・84
,600 28,900

一

417

西 ド イ ツ 7,800 2,890 128
、

日 本 昔 8,680 2,860 83

イ ギ リ ス 7,600 2,475 137

フ ラ ン ス 己700 2,150 131

ソ 連 6,500 1,460 23

カ ナ ダ 3,800 1,295 177

イ タ リ ア 3,300 1,040 62

ニ ュー ジ ー ラ ン ド 1,680 530 130

オ ー ス ト ラ リ ア 1,340 415 107

ス ウ ェ ー デ ン 800 405 100

ぺ ル ギ ー 1,050 355 108

ス イ ス 755 345 125

(出 典:EDP/IndustryReport,InternationalData

Corporation)

o

設 置台数 では世 界第2位 で あるが,入 口100万 人 当 りの普 及率 は,11

番 目 にす ぎない。
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(6)'全 国 計 算 セ ン タ ー 分 布 状 況

(昭和47年1月1日 現在,日 本電子計算機 ㈱ 調べ)

県 名 県 名セ ン タ ー数
%

セ ン タ ー数
%

北 海 道 15 24 福 井

滋 賀

京 都

大 阪

兵 庫

奈 良

和 歌 山

5

2'

6

74

14

0

4

0.8

0.3

1.0

11.9

2.3

0

0.6

札 幌 通 産 管 区 15 2.4

青 森

岩 手

宮 ・ 城

秋 ・ 田

山 形

福 島

5

2

14

4

5

9

α8

0.3

23

0.6

0.8

L4 大 阪 通 産 管 区 105 16.9

仙 台 通 産 管 区 39 6.3

■

島 根

岡 山

広 島

山 口

3

7

22

8

0.5

1.1

3.5

1.3

茨'城

栃 木

群 馬

埼 玉

千 葉

東 京

神 奈 川

新 潟

山 梨

長 野

静 岡

6

2

12

12

10

208

29

12

2

7

10

LO

O.3

L9

1.9

1.6

33.5

4.9

1.9

0.3

1.1

1.6

.

広 島 通 産 管 区 40 6.4

1

高 知

徳 島

愛 媛

香 川

3

3

4

5

0.5

0.5

0.6

0.8

四 国 通 産 管 区 15 2.4

.福 岡

佐 賀

長 崎

宮 崎

大 分

熊 本

鹿 児 島

31

2

2

1

1

3

3

5.0

0.3

0.3

0.1

0.1

0.5

0.5

東 京 通 産 管 内 310 49.9

富 山

石 川

岐 阜

愛 知

三 重

3

6

3

38

4

0.5

1.0

0.5

6.1

0.6

1

福 岡 通 産 管 区 43 6.9

名 古屋通 産 管 区 54 8.7 総 計 621 100.0

o
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経 営 主 体 別 セ ン タ ー 分 布 状 況

(昭和47年1月1日 現在,日 本電子計算機 ㈱ 調べ)

経 営 主 体 別
事 業体(企 業)数

()内%

セ ン タ ー 数

()内96

コ ン ピ ュ ー タ

設 置 台 数

独 立計 算 受託 企 業

公 共 機 関

メー カお よび
関 係販売 会社

390(848)

22(4.8)

48(10.4)

467(752)

22(3.5)

132(21.3)

355

22

130

合 計 460(100.0) 621(100.0) 507

1.1.2統 計 か ら みた'日本 の コ ン ピ ュータ 普 及上 の問

題 点

(1)企 業規模 別地 域 別 の ギ ャ ップが著 しい。

ア)全 設 置台数14,806台 の うち,84.3%に

当 る12,482台 が 民間企 業 の設 置で あb,経

済 界 で の利 用 が とび抜 け て高 い反面,教 育,医

療 面 な どでの利 用 率 は低 い 。

イ)一 企 業 当た りの平均 設 置台数 は1.8台(通 産

省46年 度情 報 処 理実 態 調査)で あ り,逆 算 す

る と,コ ン ピュー タ設 置企 業 は7,000社 程 度

とみ られ る。 これ は全 国 の上場 企業1,611社

か らみ る と,か な り高 い普 及率 といえ るが,全

国 の法 人企 業 約100万 社 か らみ る と,わ ず か

O.7%の 普 及 にす ぎ ない 。主 要企 業 には行 きわ

一11一
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た って い るが,中 小 企業 には ほ とん ど導 入 され

て いな い こ とを物 語 って い る。

ウ)コ ン ピュー タお よび計 算 セ ン ターの ずれ をみ

て も,東 京 地 区 が圧倒 的 に高 く,東 京 中心 の分

布 となって い る。

(2)中 型以 下 が主体 で ある。

大 型1,251セ ッ ト(8.5%)

中 型4,015セ ッ ト(2Z1%)

小 型4,039セ ッ ト(27.2%)

超 小 型5,501セ ッ ト(37.2%)

(3)設 置台 数 で は世 界第2位 で あ るが,普 及 率(人

口100万 人 当b)は11番 目で あ る。

(昭 和46年 現 在)

1.2省 力 化 の た め に

1.2.1人 手 不 足

(1)若 年 労 働 力の 不足(労 働 省 職業安 定 局 「雇 用 の

現状 と見 通 し」)

全体 的 な労 働 力需 給 の 引締 り基調 の 中で も,特 に若

年 労働 力 の不 足 は 著 し く,新 規 学卒者 の 場合 は,一 求

職者 当 りの求 人(求 人倍 率)が35年 以 降 急激 に増 加

し,46年3月 卒 では,中 学6.8倍,高 校 で も4.0倍

とな った 。

この ため 大 企業,中 小 企業 とも学卒 者 の充足 が困 難

一12一



な状 況にあ り,人 間労働の機械 へのおきかえが一

層進む必要があ る。

1.2.2賃 金 高 騰

若年労働 力の不足,労 働 力人 口の伸び率 の低下 左

どが,新 規学 卒者 の初任給 を年 々大幅 に上昇させ て

いる。また中小企業の労働者の年令構成 は高令化 し

てお り,年 功序列型賃金体系 を採用 している企業 で

は,人 件費の上昇が著 しく経営 を圧迫 している。

技能労働者 の不足 も深刻化 してお り,労 働力 の節

約や質的向上を 目的 と した合理化が促進 されつつ あ

る。

1.2.3労 働 移 動 の 激 化

若年労働力は求 人難 に加えて定着率が悪 く新規学

卒者の傾 向 として,過 半数 が就職後3カ 年 で離 職 し

ている。

労働移動 の原因 と して見落せ 左いのは,最 近の若

者 の価値観 の変化で あり,と くに単 純作業,長 時 間

労働 が き らわれている。

したが って,若 年労働者 の管理 は今後 一層むずか

しぐなるもの と思 われ,そ の解決策の一つ として,

コンピュー タ化に よる単純作業 か らの解放 と労働時

間の短縮が期待 されている。

一13一
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新 規 中 高 卒 就 職 者 の 需 給 状 況

(労 働省職業安定局調べ,単 位:千 人)

中 学 高 校

年 次 ①求職
●

②求人 ③就職
'

求人倍率 ④求職 ⑤求人 ⑥就職 求人倍率

者数 数 者数 ②/① 者数 数 者数 ⑤/④

昭和26年 倍 倍
3月 卒 398 324 256 0.81 142 68 53 0.48

27 415 387 251 0.93 196 103 ?? 0.53

28 385 409 271 1.06 182 126 93 0.69

29 353 427 265 1.21 '213 157 113 0.74

30 390 427 294 1.10 209 152 107 0.73

31 517 '510 375 0.99 459 361 231 0.79

32 576 681 442 L18 459 490 281 1.07

33 578 668 406 1.16 515 548 805 1.06

34 556 668 424 L20 575 639 84? 1.11

35 488 949 415 1.94 614 897 428 1.46

36 389 1060 333 2.73 632 1290 481 2.04

37 479 1399 414 2.92 638 1745 525 2.73

38 532 1396 459 2.62 584 1582 4?9 2.71

39 478 1714 433 3.58 499 1991 431 3.99

40 448 1668 413 3.72 632 2212 551 3.50

41 361 1033 328 2.86 818 2107 71? 2.57

42 316・ 1088 290 3.45 842 2571 731 3.05

43 281 1233 259 4.39 827 3670 736 4.44

44
,

246 1179 228 4.79 775 4418 688 5.70

45 199 1144 197 5.76 666 4701 657 7.06

46 166 1132 166 6.83 627 2500 625 3.99
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新 規 中 高 卒 者 あ規 模 別 充 足率

(労働省職業安定局調べ,単位:%)

中 学 高 校

年 次
計
29人

以 下

30～

99人

100～

499人

500入

以 上
計
29人

以 下

30～

99人

100～

499人

500人

以 上

昭和38年
3月 卒 32.9 21.6 26.0 38.7 57.7 34ユ 24.9 27.4 34.9 46.9

39 25.3 17.9 17.9 263 43.8 243 16.4 18.7 22.9 340

40 24.7 20.5 18ユ 24.8 358 29.4 24.7 23.3 26.4 38.8

41 31.8 29.0 26.6 32.1 39.4 43.6 39.3 37.8' 43.1 51.2

42 26.7 24.1 19.9 26.2 36.3 36.5 22.8 29.2 34.2 46.1

43 21.0 20.2 14.9 19.5 29.2 27.7 28.3 23.5 255 32.3

44 19.3 19.0 13.2 17.3 27.1 233 23.4 20.2 20.9 27=3

45 17.2 17.0 11.4 157 23.9 19.5 18.9 16.1 17.1 23.5

46 14.6 1〔S.6 102 13.2 19.0 25 一 一 一 一

就 職者数(注)充足 率=
求 人 数 ×100

人 口生 産 年 令 人 口 お よ び 労 働 力 人 ロ

(経済企画庁 「新経済社会発展計画」,単 位:万 人)

年 度 人 口 生 産 年令 入 口 労 働 力 人 口

30年 度 8,931 5955 4,230

実 35 9,346 5539 4533 .

40 9,829 7,324 4,816

43 10,144 7,705 5076

数 44(実 績見 込) 10,265 7,810 5120

50 10,993 8,358 5,480

年 35/30 0.9 1.9 1.4

平 40/35 1.0 2.3 1.2

均
伸

43/40 1.1 1.7 1.8

び 50/43 L2 1.2 1.1

率 50/44 1.1 1.1 1.1
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初 任 給 の 推 移

(東京商工会議所 初任給調査)()内 は対前年比 上昇率(%)

'

44年 度
1
45年 度 46年 度 47年 度

大

学

卒

事

務

販

売

男

子

32914円

(13,7)

38,762円

(17.8)

4S367円

(17.0)

51,716円

(1
,40)

女

子

30,814

(14.o)

35991

(16.8)

42,076

(16.9)

47,882

(13.8)

技

術

男

子

33,527

(13.7)

39,566

(18.0)

46,276

(17.0)

52,538

(13.5)

女

子

32,738

(156)

37,968

(16.o)

44,240

(16.5)

50,067

(13.2)

短

大

卒

事

務

販

売

男

子

28,872

(142)

34,304
'(18
.8)

40,638

(18.5)

46,526

(14.5)

女

子

26,991

(158)

32,207

(19.3)

38,136

(18.4)

44,262

(16.1)

一 高

校

卒

事

務

販

売

男

子

2S292

(158)

30,510

(20.6)

36,237

(18.8)'

42,039

(16.0)

女

子

24,378

(16.6)

29,296

(20.2)

34,946

(19.3)

40,657

(16.3)

高

校

卒

技

術

男

子

25,848

(17.o)

31,105

(20.3)

36,897

(18.6)

41,196

(158)

女

子

24,924

(16.8)

29,907

(20.0)

35583

(19.0)

41,196

(158)

中

学

卒

男

子

21,755

(17.4)

26,542

(22.0)

31,564

(18.9)

36,900

(16.9)

生

産

販

売

女

子

21,367

(17.6)

25966

(2L5)

31,081

(19.7)

36,152

(16.3)
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新 規 中 高 卒 就 業 者 の 離 職 状 況

(労働省労働市場センター調べ,:%)

14、 年 期 卒 42年3月 卒 43年3月 卒 44年3月 卒 45年3月 卒

中 卒 高 卒 中 卒 高 卒 中 卒 高 卒 中 卒 高 卒 中 卒 高 卒

1年 後

2年 後

3年 後

(計)

23.4

17.5

12.6

(535)

257

158

11.5

(53、0)

22.1

16.5

.13.3

(52.0)

255

158

12.3

(5&7)

19.9

17.3

131

(5α3)

22.9

16.3

122

(51.4)

19.9

16.5

(364)

223

154

(377)

19.1

(19.1)

19.1

(19.1)

新 規 中 ピ高 卒 就 職 者 の 規 模 別 離 職 状 況

(労働省労働市場センター調べ)

中 卒
区 分

41年3月 42年3月 43年3月 44年3月 45年3月

4入 以 下 70,296 72.8% 65096 46,296 ,28 .6%

5～29人 59.0 58.8 56.4 40.4 2L5

30～99人 59.9 60.0 58.4 41.9 23.1

100～499人 554 54.4 53.2 38.8 20.3

500～999人 456 44.5 453 31.7 152

1,000人 以 上 39.8 38.0 39.2 2《L7' 13.1

高 卒
区 分

41年3月 42年3月 43年3月 44年3月 45年3月 ,

4人 以 下 68.1% 73ゴ% 69.9% 455% 259%

5～29人 6L7 64.3 62.6 46.2 252

30～99人 550 57.6 56.0 40.9 21.4

100～499人 52.6 53.8 52.7 38.0 19.3

500～999人 46.8 47.7 47.2 33.4 16.0

1・000人 以 上 3621390 39.8 27.7 136
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督コンピュータ利用

に より機会損失 を

防 ぐことがで きる

とい う理由。

1.3.自 社 の実 態 把 握 の た め に

企業 活動の活発化につれて,増 大す る事務作業 のた

め,従 来 のや り方 では自社 の実態 を迅速 に把握す るこ

とが困難 とな り,こ れが不良在庫 の増大 や品切れ,さ

らに納期遅延 な どの機会損失 を増大 させてい る。

これを防 ぐために,コ ン ピュータ利用 に よる管理の

や り方 の効率化が期待 されてお り,そ れに よる成功例

がふえている。

1.4競 争 の激化 に対処す るために

自社 では 必要 が ない と考 え て も,も し同 業 他社 が コ

ン ピュー タを利 用 す る こ とで,よ り効率 的 な経 営 を行

うよ うに な る と,競 争 力に格 差 が生 ず る ことに な る。

コン ピュ一 夕 リゼ イ シ ョンの進展
、とい う流 れ の 中で

は,コ ン ピュー タの上手 な利用 が有 力 な競争 手 段 と左

るだ ろ う。

1.5取 引 の 必 要 上 か ら も

親 企業 や関連 企 業,販 売先 の コン ピュー タ利 用 に よ

って,取 引継 続 の ため に 自社 も コ ン ピュー タの利 用 が

必要 とな る場 合が 多 くな りつ つ ある。一部 の大手 メー

カー では,パ ンチ ・カー ドに よる発 注 を行 な った り,

オ ン ライ ンで 結ん だ外 注企業 の端 末機 へ発 注 や追 加注

文 を打 出 して い る。納 品 もパ ンチ ・カー ドが指定 の納
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品書 として使 わ れ る ケー スが ふ えて い る。

こ うした状 況 では,従 来 の よ う左人手 に よる処 理 で

は,増 員が 不可避 とな るの で,コ ン ピュー タを利 用 し

た 方が 有利 と在 る。
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骨コン ピュータは万

能 ではない。

養コン ピュータ利用

にかか る経費。

2.コ ン ピュ ー タ利 用 上 の 問 題

2.1過 信 の い ま し め

コ ン ピュー タは 長所 も多 いが,な ん で もで きる わけ

で ない 。

{1)コ ン ピュー タは人 間 の 出す指 令(プ ログ ラム)に

よって働 く。

② コ ン ピュー タ利 用 の経 費は,他 の経 費 に比 べ て甚

し く高 い 。利 用 に際 して,費 用 と効果 を勘 案 す る こ

とが必要 で あ る 。

(3)そ の他

・節減 され ない人手

・迅 速化 され ないi業務 処理

・少 な くない誤 り

・使 い に くい ,不 便 な資料

の 問題 も ある の で過信 す る こ とは禁 物 であ る。

2.2費 用,省 力,速 度 な ど に つ い て の 問 題 点

(1)費 用 の点 では,コ ン ピュー タを 自社 に導 入 して利

用する場合 には,

機械の賃借料

機械室設備 の償却 費

設備費の金利

要 員の人件 費

一20一



機 械 の運 転経 費

各 種 の消 耗 品 費

な どの費 用 が かか る。計算 セ ン ター を利 用 して も料

金 が要 る。

コ ン ピュー タを利 用 す る として も,計 算 セ ンター

利用 か,自 社 導 入 か,さ らに,ど ん な業 務 に利 用す

るか,利 用 の仕 方 と費用,そ れ の効果 の比 較 検 討 が

最 も大 切 で あ る。

② 省 力 効果 の点 で は短期 的 には 人 員は却 って 増加 す

る。計 算 セ ン ター利 用 の場 合 で も,自 社 の仕 事 と コ

ン ピュ ー タの利 用 の間 隙 を埋 め るた めに 能 力的 にす

ぐれ た人材 の投入 が必 要 で あ る 。

目先 の 省 力効果 は期待 で きない と覚悟 す べ きで あ

る 。

(3)高 速処 理 は可能 で ある。 が,コ ン ピュ ー タ分 だ け

ス ピー ドア ップ して も,全 体 の情 報 処 理 システ ムの

ど こか に,ど うして もそれ以 上速 くな らない部 分 が

ある。 その部 分 の ス ピー ド化 が不必 要 で あれ ば!自

社導 入 や オ ン ラ イン処 理 は必 要 ない 。
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のコンピュータを単

なる計算機 と考 え

てはいけない とい

う理 由。

3.コ ン ピ ュ ー タ の 基 礎 知 識

3.1ハ ー ド ウ エ ア

3.1ユ 計.算 機 能 か ら.複合 機瀧 ヘ

コン ピュ一 夕は,1946年,ア メ リカで初 めて

作 り出 され た が,初 期 の ころは軍 隊 をは じめ,政 府

機 関,大 学研 究所 な どで科 学技 術 計算 用 に用 い られ

て いた 。

と ころが現 在 では単 複る計 算機 能 のみ で は な く,

多 くの異 な った機能 を合 わせ 持 つ複 合 的 デ ー タ処 理

機 械 とな っ てい る。

た しか に現 在 の企 業 に おい て 「計 算 」 とい う仕事

そ れ 自体 は必 ず しも主要 な もの で もな く,ま た主 と

して 四則演 算 だけ で事 が足 りる。そ れ に もかか わ ら

ず,コ ン ピ ュー タがか くも急 速 に社 会 に普 及 し重 要

視 され るに至 った のは,そ れ が もは や単 な る計 算機

では な く,も っ と多 面的 で高 度 な機能 を有 す るか ら

にほ か な らない 。 コ ン ピュー タを あ ま りに 「計 算機 」

と して だけ理 解 す る こ とが な い よ うに しな けれ ば な

らない 。

年 代 本 質

初期のコンピュータ 1946～1950年 自動で高速な計算機械

現在のコンピュータ 1955年 ～ 複合的 ・多能的なデータ処理機械
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3ユ.2コ ン ピ ュ ー タ の 諸 機 能

コン ピュ ー タの機能 に は,入 力,.記 憶,演 算,出

力,制 御 の五 つ の機 能 が ある。

蒔コンピュータの機

能 とその意味 。

〔コ ン ピ ュー タの 各装 置 と基本 的 な働 き 〕

演

算

指

令 ㊧ ↑2匡

i!↑萎

{
比較判断機 能

計算機能

(1)入 力 機 能

入 力 とは,処 理 の手 順 を指 示 す る命 令 す な わ ち

プ ログ ラム と処理 され るべ きデ ー タとを コ ン ピュ

ー タに投 入 す る ことを い う。

(2).記 憶 機 能

コ ン ピュー タに おけ る記憶 とは,「 記録 」 で あ

る。 コ ン ピュー タの記憶 装 置が デ ー タ処理 の手 順

を コ ン ピュー タ内 部 に貯 え る こ とが で き,そ れ に
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●

よ って初 め て広範 な デ ー タ処 理 が可 能 に な る 。

初期 の コ ン ピュー タは,主 に科 学 計算 用 に使 わ

れた ので デ ー タ記 録機 能 を あま り必要 と しなか っ

たが,現 在 の実務 では,大 量 の デ ー タを取 り扱 う

た め,こ の デ ー タ記録 機 能 が主 要 な機 能 とな り,

重要 視 され て きて い る 。

(3)演 算 機 能

演算 機 能 は記憶 機 能 か らデ ー タを移 して加減 乗

除 の四則 演算 や大 きさの比 較 な どの論 理演算 を行

う装 置 で あ る。 勺

① 比 較 判断 機能

この機 能 を応 用 面 か らい えば,大 量 に記 録 さ

れ てい るデ ー タの 中か ら必 要 な ものを見 つけ出

し,取 り出す機 能 で あ る といえ る。

② 計 算機 能

四則演 算 の応 用 で,あ らゆ る高 度 な数値 の計

算 処理 が で きる 。 この計 算 を 自動 的 に 行 な う機

能 であ る 。

(4)出 力 機 能

処理 した結果 を人 間 の使 いやす い形 に して 出す

機 能 で あ る。通 常,出 力情 報 は用紙 に印字 され る

が,カ ー ド,磁 気 テー プ,紙 テ ー プな どに出力 し,

再び 入力 装 置 に直接 か け られ る形 で記 録 され る こ

と もある 。図形,グ ラフ,映 像 の形 で取 り出す ご
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と も可 能 で あ る 。

(5)制 御 機 能

制御 機能 とは,コ ン ピュー タの 中枢 となる機能

で次 の二 つ に大別 で きる。

① 命 令 を記憶 機 能 か ら取 り出す 。

② 命 令 の内容 を翻訳 し,そ の内容 で演算 機 能,

記憶 機能,入 出力機 能 に指令 を 出す 。

3.1.3コ ン ピ ュータ の構 成

コン ピュー タは大別 して 二 つ の部 分 か ら構 成 され

て い る。 一つ は演 算,(主)記 憶,制 御 の機 能 を行

な う中央 処 理装 置 で あ る。他 の一 つ は 周辺機 器 で あ

る。 これ は,入 力,出 力,外 部 記憶 の機能 を行 う部

分 で ある。

コ ン ピ ュータ ・シス テ ム構 成 図

(

周

辺

装

置
)

口 ＼

口 ∠

中央処理
装 置

ノロ

＼口

(

周

辺

装

置
)
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骨中央処理装置と周

辺機器の機能の相

違点。

(1)中 央 処 理 装 置

(CentralProces8ingUnit)

コン ピュー タの演算,制 御 な どを行 な う部 分 と

主記憶 機 能 とか ら成 り,主 要 部 分 を ま とめた装 置

で,い わ ゆ る コ ン ピュー タの中心 で ある 。

主記 憶装 置 の容 量 で コン ピュー タの大 きさ を表 示

す るの が普 通 である 。

(2)周 辺 機 器

コ ン ピュータ は種 々の組 み合 わせ が選択 で きる

の で,同 一モ デル の場 合 で も機 器構 成 の違 い に よ

ってそ の能 力 の開 きは大 き く左 るわけ で あ る。

た とえ ば,あ る機種 にAと い う磁 気 テ ープ装 置

を組 み 合 わ せれ ば,毎 秒15,000字 とい う速 さ

で記 録 な い しは読 み出 しが で き るのに対 し,Bと

い う装 置 を取 り付 け る と,そ れ が毎 秒180,000

字 と10倍 以 上 も速 くな る とい った こ とが で て く

る。
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(3)周 辺 機 器 の 性 能

入 力 装 置 入 力 速 度

カー ド読取 装 置
☆

60～1800杉 ζ/多}L(4001物)

紙 テープ入力装置 機 械式5～30宅/秒,光 電式100～100時 ン秒

光学文 字読取装置 100～1500ち ζ/多}(300枚/ラ})

磁 気 イ ンク文 字

読 取 装 置
600～1600枚/分

出 力 装 置 出 力 速 度

カードせ ん孔 装置 30～500Bζ/分(150枚/分)

紙 テープ出力 装置
低速5～25宅 ノ秒5～150与 シ秒
高速25～150争 秒

高速製表印字装置
→-A

100～30'00砺}(500f]ン 分)

()は 、中型程度の平均的数値
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外部記 憶装置の性能 と特徴

。性 能

性 能装 置 記 憶 容 量 ア ク セ ス ・タ イ ム 転 送 速 度

磁 気 テ ー プ 約1000万 バ イト/巻
一 3万 ～19万 バ イ ト/秒

磁 気 ド ラ ム 9万 ～480万 バ イ ト 8.3～27.5ms 4万 ～200万 バ イ ト/秒

磁 気 デ ィ ス ク 13万 ～2億 バ イ ト 125～165m8 6万 ～30万 バ イト/秒

。特 徴

磁 気 テ ープ装置 磁 気 ドラム装 置 磁気ディスク装置

ア ク セ ス ・タ イ ム 大 中 中

記 憶 容 量 大 中 大

デ ータ 移 送 速 度 中 速 高 速 高 速

記 録 媒 .体 交 換 可 不 可 不可/可

価 格 低 高 中

(5)端 末装 置 の 発展

電電 公社 のDRESS,POS(PointofSale)

ミニ コ ン ピュー タの端末 機 と して の利用 な どが電

電 公 社の 電話 回線 の開 放 を契 機 に大 き く動 き出 し

た 。

これ らは,デ ー タ処 理 を オプ ラィ ンで処 理 す る

場 合 の入 力や 出 力の機 能 を果 た す もの で あ る。今

後 一層 の進 展 が期 待 され,そ の利 用の検 討 も必要
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で あ る。

3ユ.4コ ン ピ ュ ー タ の 種 類

コ ン ピュー タを大 きさ と目的 別 にそ の種類 を分類

す る と次 の よ うに な る;

(1)大 き さ に よ る 分 類

蘂コン ピュー タの種

類 を分類す る場合

の二つの視点と,

そ れに よって分類

されるコンピュー

タの種類。

金 額 容 量

大 型 2億5000万 円以上 524Kバ イ トまたはそれ と同等以上

中 型 2億5000万 円 ～4,000万 円 G5Kバ イ ト～524Kバ イ ト

小 型 4,000万 円 ～1,000万 円 16Kバ イ ト～65Kバ イ ト

超 小 型 1・000万 円未 満 16Kバ イ ト未満

(2)目 的 別 の 分 類

科 学

コ ン ピ ュ ー タ

用 科学 技 術 計算 に主 と して使用 され る。

演算 ス ピー ドが重 点 で ある 。

汎

コ ン ピ ュ ー タ

用 事 務 用,科 学 用 両 機 種 の 長 所 を と っ た コ ン ピ ュ ー タ で

市 販 の コ ン ピ ュ ー タ の 大 部 分 は こ の 汎 用 機 で あ る 。

制 御

●

コ ン ピ ュ ー タ

用
工業 用 機 器 シス テ ムの 自動 制 御 を 目的 とす る。
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畳ハー ドウェア,ソ

フ トウェアとい う

ことばのおのおの

の意味。

3.2ソ フ トウ ェ ア

3.2.1ソ フ トウ ェア の意 味 と重要 性

コン ピュー タは異 種 の機 能 を合 わせ持 つ 高性 能 な

多 目的複 合機 械 で あ り,単 能 機械 では ない 。

単 能機械(た とえば 自動 販 売機)の 場 合 には,そ

の動作,手 順 を あ らか じめ機 械 の中に組 み 込 ませ て

お くのが普 通 だ が,コ ン ピュ ー タの場 合 には,多 目

的 な,複 合 機械 で あ り,異 種 の機 能 を合 わせ 持 って

い るので,あ らか じめ動 作手 順 を組 み込 ませ る こ と

は,そ の性 能 を 自 ら限定 して しま うことに な る。

そ こで,コ ン ピュー タでは,機 械 自体 と,そ の利

用 技術 を独 立 させ て ある 。 そ して機 械 自体 を ハ ー ド

ウェ ア とい い,そ の利 用技 術 を ソフ トウェ ア と称 し

て い る。

だか ら,ど ん な高性 能 な コ ン ピュー タで も,そ れ

に見 合 うソ フ トウェ.アが ない と役 立 た ない こ とに な

る。
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↑

…

$

⊥

↑

ii
i
}

…
玉

壷

問題 を処 理 す る場 合 の具 体 的 ステ ップ

経営上解決すべき問題点

計数情報で問題解決に役立

ったか。

どんな出力情報を,ど の時

点で提供すればよいか。

それをコンピュータ利用で

行 な うことがで きるか。

目 的 の 明 確 化

出 力情報(ア ウ トプ ッ ト)

入 力情報('イ ンプ ット)

処 理 方 式 の 検 討

シ ス テ ム の 設 計

ア プ リ ケ ー シ ョン ・パ ッ ケ ー ジ

プ ロ グ ラム の 利 用

ぐ一一ーー プロセス

フローチャー トの作成

システム←

作業書作成

プログラミング条件 の確定

コ ー デーイ ン グ,デ バ ッ ギ ン

グ,プ ロ グ ラ ム ・テ ス ト

シ ス テ ム ・ テ ス ト

<i-一 ーー ドキ ュ メ ン テ ー シ ョ ンの 整 備

実 施

(ユ ー ザ ・プ ロ グ ラ ム利 用)
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善システム設計の段

階で行な う主要 な

作業 。

初 期 の コ ン ピュ ー タは 計算 処理 が中心 で あ ったの

で,ソ フ トウェ ア とい って も,そ れ に必要 な簡 単 な

プ ログ ラムの こ とを指す に過 ぎなか った 。 しか し今

日では,コ ン ピュー タは企 業経 営 面 や事務 処 理 面 で

も有 効 に使 われ て い る。 ソ フ トウェ ア とは,広 義 に

は コ ン ピュー タ活 用 の利 用 技 術 一般 の こ とをい い,

コ ン ピュー タを ど う活 用 す べ きか,そ の場 合 の 内容,

方式 や手順 お よび プ ログ ラ ミングまで を含 め て い る。

狭 義 に は,コ ン ピュー タの プ ログ ラムの こ とを ソ フ

トウェ アとい っ てい る 。

3.2.2ソ フ トウzア の範 囲 と内容

一般 に あ る問 題 を コ ン ピュー タを媒体 と して 解決

した り,特 定 の業務 を コ ン ピ ュー タ処理 す る場 合,

活用 分 野 の決定 が まず第 一 の問題 で あ り,こ の ステ

ップが 決定 され た ら具 体 的 な シス テ ム設計 の 段階 に

入 るの で ある 。

第2の 段階,シ ス テ ムを設 計す る段階 に つ い てみ

る と,以 下 の① ～⑤ ま での プ ロセ スが ある。

① 目 的 の 明 確 化

コン ピュー タ利 用 の 目標 や二目的,基 本 方針 を明

確 にす る。

② 出 力情 報(ア ウ トプ ッ ト)の 明 確化

どん な出 力(ア ウ トプ ッ ト)が 必要 な のか,利

用 す る側 の要 求 を ハ ッキ リさせ る。す なわ ち,い つ

一32一



(WHEN)ど こで(WHERE)だ れ が(WH

O)何 を(WHAT)必 要 とす るの か を明確 にす

る 。 このス テ ップで の明確 な意識 と需 要 す る側 の

要求 が し っか り把 握 され て い ない と,シ ス テ ムの

効果 や コン ピ ュー タ利 用 の意 味 が 不分 明 とな る 。

③ 入 力 情 報(イ ン プ ッ ト)の 明確 化

要 求 され る出 力 を うるた め には,ど ん な入 力 デ

ー タが必要 なの か ,そ れ は,ど こに あ る のか を検

討 す る 。

そ の デ ー タは ど こに あ るか,ど ん な方法 で求 め

た ら よいか,ど の よ うな経 路 を経 て,ど の よ うな

運搬 方 法 に よっ て収 集 す ぺ きか,そ の収 集 方 法 で

費用 は 十分見 合 うか,な どで あ る。

④ 処 理 方式 の 検討

コン ピ ュー タに よる処理 の方 法 を検 討 す る。

⑤ シス テム の設 備

プ ロセス ・フ ローチ ャー トの作成 な どか らシス

テ ムを新 しく設 計 す る。

以 上 の ス テ ップか ら問題 解 決 に有 効 な シス テ ム

を設 計 す る,そ の シス テ ムを プ ログ ラ ミン グす る

ステ ップに入 る 。

⑥ プ ログ ラ ミング条 件 の 確定

入 出力様 式(1/0デ ザ イ ン),処 理 手順 の決

定,数 式 や論理(ロ ジ ック)の 明確 化 な どを行 う。
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斉プログラムおよび

プログラミング言

語 とい うことばの

おのおのの意味。

この ほか,一 般 の ア プ リケー シ ョン ・プ ログ ラ

ムの利 用 も考 え られ るの で,そ の利 用 も研 究す る

こ とが必要 で あ る。

⑦ コ ー デ ィ ン グ

COBOL,FORTRANな どの プ ログ ラム言

語 を使 って,コ ン ピュ ー タの理 解 で きる言 語 にお

きか え る作 業 を行 う。 フ ローチ ャー トの1ス テー

トメ ン トご とに行 う。

⑧ シ ス テ ム ・テ ス ト

実 際 に使 用 す るデ ー タ,あ るいは これ に準 ず る

ものを投 入 し,実 地 に テス トす るの で あ る。

そ の他,'ド キュ メン テ イ シ ョンの 整備 や,プ ロ

グ ラムの実 行 を行 っ て,デ ー タ処理 を行 う。 以 上

の各 ス テ ップを行 っ て,問 題 解 決 に必 要 な 計算 情

報 や事 務 処理 を行 うの で あ る。

3.2.3プ ロ グ ラ ム の 内 容

(1)プ ロ グ ラム と は

コ ンピュー タに ある仕事 を処 理 させ るた め には,

コン ピュー タに所定 の順 序 でデ ー タを入 力 し,い

ろい ろの処理 を行 っ て 出 力 す る よ うな 手 順 を教

え込 ま 左けれ ばな らない 。 この手順 を特 別 の言 語

(プ ログ ラ ミン グ言語)で か いた ものが プ ロ グ ラ

ムで ある 。
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(2)プ ロ グ ラ ミン グ

機 械 に対 す る最 終 的 な指 示 は,

0と1が 配 列 さ れて 作 られ た機 械

語 と呼 ばれ る特 別 の記 号 の配 列 に

よって構成 され る。 これ で は わか

りに くいの で,プ ログ ラ ミン グ言

語 が 開発 された 。 プ ログ ラムを書

くプ ログ ラ ミング言 語 は,た とえ

ば,ADDURIAGETOURIAGE-

RUIKEIと い うよ うに,人 間 に わ

か りやす い よう な特 別 の規 則 を も

った言語 で ある。 したが って,プ

ログ ラ ミ ング言 語 で書 か れ た プ ロ

グ ラムは,機 械 語 に変換 してや ら

なけれ ば な ら左い 。 この変換 を

「ほ ん や く」 とい ってい る。 ほん

や くさ れた機 械語 の プ ログ ラ ムは

プログ ラミン

グ言語で かい

たプログ ラム

機 械 語

にほんや く

・=「
プログ ラム

1

機 械 語 で

実'行

i

処 理 結 果

「目的 プ ログ ラム 」 と も呼 ば れ る。機 械 語 にされ

た プ ログ ラム(目 的 プ ログ ラム)を コ ン ピ ュー タ

の なか に入 れ,そ れ に よって 指 示 動 作 を 行 わ せ

る ことを機 械語 に よる プ ログ ラムの実 行 とい う。

この と きに伝 票 上 の数値 な どのデ ー タの入 力が 行

われ,処 理 した 結 果 が 出 て くる。 プ ログ ラ ミン

グ言語 に は,主 と して事務 計 算 用 のCOBOL,技
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術計算 用 のFORTRAN,ALGOL,ア セ ンブ ラ言

語 な どが あ る。

コーデ ィングの 方 法(プ ロ グ ラム言 語 の種 類)

プログラム言語

の 種 類 略称 の 由来 開発 目的
最 低 習熟
期 間

COBOL
Co㎜on

工usineSS

Oriented
-

LangUage一

事務計算 2～3週 間

FORTRAN
Formula 科学技術

計 算
1～2週 間

－
Translater

ALGOI、
Algolismie

〃 〃
Language
一

アセンブリ語 (蟹㌫) 汎 用 1～2ケ 月

機 械 語
Machine

Language
汎 用 2～3ケ 月

(3)コ ン ピ ュ ー タ ・プ ロ グ ラ ム の 体 系

コ ン ピ ュ ー タの プ ロ グ ラ ムは 次 の 三 つ に 大 別 で

き る 。

プ ロ グ ラ ム

シス テ ム ・プ ロ グ ラ ム

・制 御 プ ロ グ ラム

・言 語 プ ロセ ッサ

・サ ー ビス ・プ ロ グ ラム

ア プ リケ ー シ ョン ・パ ッ ケ ー ジ ・プ

ロ グ ラ ム

ユ ー ザ の プ ロ グ ラ ム
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シス テ ム ・プ ログ ラムは,コ ン ピュー タを構 成

す る各 種機 器 類 が効 率 的 に働 くよ うに制 御 す る制

御 プ ログ ラムや ほ ん や く(コ ンパ イル)を 行 な う

プ ログ ラム,お よび各 ユ ーザ が 共通 して使 うこ と

ので き る分類 プ ログ ラム な どの サ ー ビス ・フ'ログ

ラムか らな る もの で,ふ つ うメー カ か ら提 供 され

る。 ア プ リケー シ ョン ・パ ッケー ジ ・プ ログ ラ ム

は,給 与 計算,在 庫 管 理,LP(リ ニャ ・7'ロ グ

ラ ミング)な ど,特 別 の利 用 目的 の た め に作 られ

た プ ログラ ム群 で,メ ー カや ソ フ トウェ ア企 業 か

ら提 供 され る もので あ る。 ユ ー ザ の プ ロ グラ ム と

は,ユ ーザ が 自分 で 作成 した プ ログ ラム の こ とで

あ る。

勢 シ ス テ ム ・プ ロ グ

ラ ム と ア ナ リケ ー

シ ョン ・プ ロ グ ラ

ムの 違 い 。
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蘂企業活動を階層的

権限の構造として

捉えた場合の分類 。

4.経 営 へ の 適 用

4.1企 業 の 構 造

企業活動を実際に運営す る企業の構造 は二つの面か

ら把 える ことがで きる。一つは階層的権限 の構造 であ

り,他 は機能的活動の構造 である。

4.1.1階 層 的構 造

TOPMANAGEMENT

MIDDLE

LOW

管 理 層

上 図 の よ うに,経 営 活動 を階層 と してみ,そ れぞ

れ の階 層 に よって仕 事 の質 が異 なる ので あ る。
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4ユ.2職 能 的 構 造

⊂
常務取締役

営

業

部

⊥
営

業

課

企業 活 動 の中身 を職能(FUNCTION)と して

把握 す る の で あ り,生 産 す る機 能,販 売 す る機 能,

財務,総 務 の職 能 が あ る。
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4.2階 層 別 に み た 適 用

・経 営 層,管 理 層 ,作 業 層 の 各階 層 の仕事 に コ ン ピ

ュー タは 有効 であ る。

・企 業 の性 格 に よって各階 層 へ の コン ピュー タの使

い方 は異 なる。

・一般 的 に は ,作 業 層 の コ ン ピュー タ化 か ら入 るケ

ース が多 い し ,そ の 方 が効 果 も大 きい。

(1)省 力 化

コン ピュー タで省 力 効果 が 一番 発揮 され る のは,

く りか え し性 の ある大 量 の デ ー タを処 理 す る仕 事 で

ある 。

(2)業 務 の 良 質 化

コ ン ピュ ー タを使 用 す る こ とに よ り,業 務 の迅 速

化,細 密 化,正 確化 が 図れ る 。

(3)管 理.経 営 の 高 度 化

従 来 よ りきめ の細 か い管 理 資 料 な どが入 手 で き る

の で,経 営 計 画が 立 てや す い。
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4.3典 型 的 適 用 事 例

作 業 層 管 理 層 経 営 層

ファイル処理的

適用

・ 売 上 げ記 録

・ 請求 書作 成

・ 販 売 分析 ・ 販 売長 期 計

画

・ 在 庫 記録

・ 棚 卸 し記 録

・ 不 活 動

在 庫 管 理

・ 最適 在 庫 の

あ り方

・ 給 与 計算

・ 人 事記 録

・ 人 事 管 理 ・ 長期 人事 方

式 の策定

計 算 的 適 用

・ 設 計 計算 ●PERT ・ 多変量 解 析

に よる経 営

諸 表

ファイル処理 的適 用 の 利用 段階 は,三 つ の 段階 に区

分 で きる。

(1)作 業 層… … 個 別業 務 を個 々に コン ピ ュ一一タ化 す

る段 階 で あ り,請 求書 発行 業務,在 庫記 録 や給 与 計

算 業 務 な どで あ る。

(2)管 理 層 … … い くつ か の個 別業 務 をto互 い に関連

させ て コ ン ピュー タ化 す る段階 で あ り,販 売業務 で

は,個 々の得 意 先 ご との請 求書 か ら売 掛 状 況 を分 析

した り,売 上高 の状況 を把握 す る。 在庫 では 日々の

取 引 きに関連 して重 点管 理 やデ ッ ド ・ス トックの把
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握 を行 うな ど利 用 方法 が考 え られ る。

(3)経 営 層 … … 企業 全 体 の業務 を全 体 シス テ ム と し

て,関 連 させて コン ピュー タ化 した り,長 期 的 な計

画 や最 適 左 シス テ ムの模 擬実 験(シ ミュ レー シ ョン)

を 行 う段 階 で あ る 。 販 売 で は,予 測 と実 績 か ら長

期 計 画 を考 え て い くこ とで あ り,在 庫 の最 適 モ デル

の検討 で あ り,人 事 モ デ ル ・シ ミュ レー シ ョン の段

階 で あ る。
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5.利 用事 例

5ユ 製 造 業 の 例

5ユ.1会 社 概 要 と 導 入 の 経 緯

(1)会 社 概 要

資 本 ・金 … …2億6千 万

売 上 … …21億/年

従 業 員 … …300人

営 業 品 目… …産 業用 測定 器,検 定 器 の製 造

販 売

事 業 所 … …本社,2工 場,5営 業 所

生産 の特徴 … …多 品種 少量 生 産(受 注 生 産)

(2)導 入 の経 緯

生 産 計画 と受注 実 績 にか な りの差 が あ り,人 手

に よる 日程 計 画,資 材 計 画 に労 力 を要 し,か つ過

大 手 配,過 少 手配 の損失 が 多か った。

5,1.2機 械 化 シ ス テ ム

(1)機 器構 成(レ ン タル90万 円)

小 型機(8K)1台

デ ィス ク3台

紙 テー プ読取 装 置1台

紙 テー プ穿 孔装 置1台

ライン プ リン タ1台

テ ー プ ・パ ンチ ・タイ プ ライ タ5台
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(2)要 員

管 理 者1人,シ ス テ ム ・エ ンジ ニ ア1人

プ ロ グ ラマ ・オペ レー タ2人

パ ンチ ャ9人(チ ェ ッ クを兼 ね る)

(3)ア ウ トプ ッ ト(別 図参 照)

生 産 関係 … …生産 計 画,日 程 計画(山 積 み),

作業 票,実 績 工数(修 正),仕 掛

表,出 庫 票,原 価 比 較表

資材 関係 … …注 文 リス ト,注 文書,追 加 注 文書

納 入督 促表,納 入遅 延 リス ト,買

掛 一覧 表

在 庫 関係 … …在 庫 明細(在 庫 台帳)

(4)特 徴

・部 品 マス ターを作 成 し,日 程 計 画,負 荷 山積,

各種 生産 手 配 を 行 な う。

・資材 にABC方 式 導入 。

・部 品 コー ドに種 々の工夫 を盛 込 む。

5.1.3導 入 効 果

(1)採 算 効 果

経 費用(機 械 化後)

レン タル料90万

人 件 費110

計220万

消 耗 品 等20

手 作 業 分220

-44一



注1.償 却 費は含んでいない。

注2.機 械化前 の手作業の費用は約300万 円

であ った。

(2)管 理効果

① 生産手配 の精度 向上

② 重点管理 の徹底

③ 実 績評価 の把握

④ 納期管理の徹底

膏製造業 にコンピュ

ータを導入 した場

合に考え られる管

理効果 の事例。
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機 械 化 対 象 業 務 の 関連 図

販売計画 生産計画

日程計画

受 注 一ーー 一 →修正ト

標 準工数

マス ター

作業票

加工

組立

出 庫 票

(在 庫 品)

出 庫

発注計画

Ψ

修正

在 庫 マ ス ター

注文表

納 入

督促表

実績工数

標準 工数

1(修 正)

受 入 れ

遅 延 リス ト

注文表

L出 庫 一ー ー一「 一 「

原 価

比較表

在庫受払

残 高 表
買 掛 表
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5.2商 業 の 例

5.2.1会 社 概 要 と 導 入 の 経 緯

(1)会 社 概 要

資 本 金 … …1千 万

従 業 員 … …150人

営 業 品 目… … イン ター フ ォン等 の視 聴 覚機 器

の仕入,販 売

事 務 所一'・本社営業部 ⇒ 営業所

② 導 入 の経 緯

① 問 題 点 … …各 部 門 で事 務 処理 方式 が異 な

り,ま とめ が遅 い 。締 切 日が

毎 月 の ピー クに な る。

転 記 が 多い 。

② 導 入の 目的 … …事 務 の標 準 化,事 務 シス テ ム

の レベル ア ツフ

③ 導 入前 の準 備 … 導 入前 に計 算 セ ン ター を利 用

し,導 入 の地 固め をす る。

5.2.2電 算 シ ス テ ム

(1)機 器 構成(レ ン タル料 導入 時40万/月

2年 後80万/月)

小型機(8K)-1台

デ ィス ク ー1台

紙 テ ー プ読 取機 一1台

ライ ンプ リン タ1台
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書商業におけるコン

ピュータ導入 の具

体的効果の事例 。

{2)要 員

導 入時11人,2年 後15人(周 辺機 器増)

(3)ア ウ トプ ッ ト

売 上関係 … …売掛 明 細表,入 金 日報,売 掛 残 高

表,請 求書(別 図 参照)

仕 入関係 ∴・…在 庫表(日),仕 入 日報(別 図参

照)

給 与 関係 … …給 与 明細,部 課 別 明細,年 末 調 整

表,賞 与支 給票

(4)処 理 シス テ ム

別図 の とお り

5.2.3導 入 効 果

oセ ン ター利 用1.5年,導 入 後2年 で事務 量 の増加

にか かわ らず,事 務員 は増 え て い ない 。

o管 理 表 は,グ ラフ化 して配 布 して,利 用価 値 を高

めて い る。

o事 務 の標 準 化達 成
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処 理 シ ス テ ム

仕入の処司
仕入部門 電 算 室

」 納品書

売上の処理{

パ ンチ

函

販売部門

→注文
＼ 国 司

巨≡]一 フ.

受払処理

/＼

巨ヴ 巳週

一→ 支払

工窪 ト

電 算 室

・[溺 売上

納 品

マ ー ク

カ ー ド

魎
/＼

売掛明細

残高

・〔字

陣
i入金 日報
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5.3計 算 セ ン タ ー 利 用 の 例(そ の1)

5.3.1会 社 概 要 と 利 用 の 経 緯

(1)会 社概 要

資 本 金 … …3千5百 万円

売 上 ……5億 円/年

従 業 員… …50名

営 業 品 目… …電流 計,電 圧 計等 の計 測機 の製

造,販 売

事 業 所 … …本社 と本 社 工場

生産 の特徴 …… 多品 種 少量 生産(受 注生 産)

組立 を主 と し,加 工 は外 注

(2)・利用 の経緯

問 題 点 ……生 産 手配,資 材 の在 庫 管理,原

価 管 理 が複雑 とな り,利 用 を考

え る 。

利用 の 目標 ……部 品収 集 の精 度 向上,在 庫品 ・

仕i掛品 の減 少

利 用 方 式 … …売 上,購 入等 の 日 々の把握 は,

社 内 の超 小型 機 を用 い,紙 テー

プ を保 管 して お き,こ れ を外部

の計算 セ ンター に送 って,超 小

型機 では で きない分類,作 表 を

行 な う。
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5.3.2電 算 シ ス テ ム

(1)機 器構 成

超 小型 コ ン ピュー タ

(レ ン タル,16万 円)1台

テ ー プ ・パ ン チ ・タイ プ ラ イ ター1台

社 外 … …大 量 の分類,照 合 は外 部 の 計算 セ ン タ

ー利 用

(2)要 員

テ ー プ ・パ ンチ ・ タイプ ラ イ ター1名

超 小 型機 の操 作 は各部 で担 当

プ ロ グ ラ ミン グ,シ ス テ ム設 計 は外 注

(3)処 理 シス テ ム

別図 の とお り

5.3.3利 用 の 効 果

(1)在 庫 把握 の迅 速 ・確 実 化,在 庫 高 の減 少

② 手配 の確実 化

(3)製 品 原価 の把握

鼻計算センターの利

用効果。
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〈 処理 システ ム〉

社 内

羅 量/「已 ζ・
1

タイ プ

発 注 ← 一一1

矩 品書
受入処理

/＼

社 外

睡口

紫 煙]

回畜 口

囲
時間

数量

/＼

便 標 準 品

発注 リス

← コ[垂 」

1原品 算

ピ/＼

圏当 当
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5.4計 算 セ ン タ ー 利 用 の 例(そ の2)

共 用 シス テ ム の開発 とそ の利 用

5.4.1会 社 概 要 と 利 用 の 経 緯

(1)会 社 概 要

①A新 聞販 売 店 会 の会 長 が 中心 とな って,連 合

会 の加盟 店15店 で共 用 シス テ ムの 開発 に踏 み

切 った 。

② 販 売店 は経営 規 模 が零 細 で あ って,1店 だけ

では シス テ ムの 開発 が で きない 。 .

③ 現 状 は 中 ・高 校生,老 人 を中心 に毎 朝毎 夕の

戸別 配 達 を行 な ってい る。

扱 い銘 柄;店 に よ って差 は あ るが,平 均20種 類

の銘 柄(A新 聞,ス ポ ーツ紙,書 籍,業 界紙,

週 刊誌,縮 刷版 な ど)を 扱 って お り,そ の変

更 が毎 月20%あ る 。

販 売店 の分 布;現 在 では牧 方,京 阪電 鉄 沿線,高

槻,茨 木 方 面 の18社(仮 に1社2店 舗 と し

て も,36店 舗)で 成 果 を あ げ てい る。

(2)利 用 の 経 緯

① 新 聞 料金徴 収 の た めに作 成 す る領 収書 発行 に

3人 が20日 間 かか って お り,な ん とか この 事

務 作業 を な くす こ とが で きない か とい うこ とで

商 工 会議所 に相 談 。
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② 販 売店 会 の会 長 と商 工 会議 所 計算 セ ン ターの

シス テ ム ・エ ンジ ニア と話 し合 って,シ ス テ ム

の概要 を作成 。

③ 開発 費用 が500万 と見積 られ,連 合 会 とA

新 聞本 社 の協 力 を得 て開 発 に ス ター ドした 。

④ 開発 は昭 和46年4月 ～5月 で シス テ ムの設

計 を終 り,6月 ～8月 で プロ グ ラムを作成 。9

月移行,10月 か らサー ビス を開始 した 。6ケ

月間 で開発 を完 成 。

システ ムの 目標;請 求書 発 行業 務 一切,同 時 に必

要 な管 理 資料 の作成,そ れ に よって省 力効果

を あげ る と同時 に販 売 促進 と顧 客 の メイ ンテ

ナ ン ス活動 に役 立 て る こと であ る。

5.4.2電 算 シ ス テ ム

(1)利 用 機 種

利 用機 種 は,枚 方,寝 屋 川 商工 会議 所 の電 算室

の機械 でHITAC8210で あ る。

(2)利 用 の方式

①4枚 の入 力 を マーク ・カー ドで行 な う。

② 領 収 書,毎 月読者 一覧,店 別購 売 会 計 な どの

統 計類 を打 出す 。
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(配 達人) (新 聞販売店)

「所[一 ド に マ ー
ク す る 。

1-一(コ ン ピ ュ ー タ 室)一 一 －

ll

}1

配達領収営

業 を行 な う

o

4枚 の マ ー

ク ・カー ドを

記入す るのみ。

配達人に領収

書購読老一覧

表を渡す。

|一

1

1
1
1
1
1
1

1
1
1

1
l

l
l

l

|

1

1

1
1

1

1
1
1
l

l

l
|

l
L_

光 学 マ ーク 読1

取 機 で マ ーク1
1

カ ー ドを読 む1

1

1

磁 気 テ,プ に1
1

納 め られ た台1

帳 と照 合,更1

1新 す る
。1

1

1

計 算 処理 の結1
1

果 を 用紙 に印1

刷1

l

l

l
l

|

「 一 『一 一 一==riH
・ 全 件 リス ト1

・ 購読 者一 覧1

・ 領収 書1

・ 入 金台1

1

1

」
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蘂共同計算 センタ ー

の利用効果。

5.4.3利 用 の 効 果

(1)領 収 書 発行vateい て 省 力効果 が完全 に 出た 。

② 各種 の統計 デ ー タが とれ る。

(3)A新 聞 本社 で も正 確 な デ ー タが得 られ るの で メ

リッ トとな った 。

(4)1店 月5千 円程度 の 費用 負担 とな った(開 発費

は除 く)。

㈲ 今後 は,購 買中 と読書 の要因 を検 討 して効率 の

よい販 売 促進 の デ ー タや無購 買者 リス トの作成 な

どを予定 して い る。

o
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6.利 用 の ため の基 礎知 識

6.1利 用 の 方 式

大別 して,次 の 三種 が あ る 。

(1)自 社 導 入

(2)計 算 セ ン ター`・・利 用

㈲ 共 同利 用

●コンピュータの利

用方式。

イ. 買 取 り

機 械 導 入
メ ー カ 自社 レ ン タル

口 ・. レ ン タル
JECCレ ン タル

イ. 全 部 計 算 セ ン ター に ま か せ る 。

計算センター 口. 共用 シス テ ム方式

利 用
ノ、

・ 既 製 プ ロ グ ラム ・パ ッ ケ ー ジ利 用

二 .機 械 の時 間借 り

共 同 計 算 セ ン タ ー 設 立

オ ン ラ イ ン

利 用

電電 公 社 の通 信 サ ー ビス

民間 企 業 の通 信 サ ー ビス

(1)自 社 導 入

自社 に導 入 して設 置す る方式 で,買 取 り と賃借 り

(レ ン タル)が あ る。

(2)計 算 セ ン ター利 用

外 部 の計算 セ ン ター を利 用 す る方式 で あ る。
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{3)共 同計算 セ ン ター

同業,同 一地 域 の事 業所 が 出 資 して 共同 で コン ピ

ュー タ を設 置 して利用 す る方 式 。

中小 企業 の共 同利 用 には助 成措 置が講 じられ てい

る 。

祷ハ ンチ ャ,オ ペレ

ータに共通 して必

要 とされる資質。

6.2コ ン ピ ュ ー タ 要 員

6.2.1'要 員 の 職 務 内 容

(1).パ ン チ ャ

o職 務

・原始 帳 票 を みて ,パ ンチ機 械 で カー ドを パ ン

チす る(パ ンチ ・カー ドを作成 す る)。

・パ ンチ ・カー ドを検 孔機 で検査 す る。

なお紙 テ ー プ ・パ ンチ機 械 ～磁 気 テ ー プ ・エ

ン コーダ,タ イプや テ ンス プレーに よる入 力

な どを操 作す る人 は,オ ペ レー タと呼 ばれ る

こ とが 多 い 。

o要 件

・注意深 さ

・集 中 力

・手先 の器 用さ

・業務 お よび機 械 の知 識
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(2)オ ペ レ ー タ

o職 務

・ラ ンブ ック に したが い,コ ン ピュー タ周 辺 機

器 を操 作 す る(オ ペ レー シ ョン)。

・各 機 器 の特 性 を把握 し,事 故 を未 然 に防 ぐ配

慮 をす る。

・エ ラー処 理 をす る。

・フ ァ イルの 管理

o要 件

・注 意深 い

・几 帳 面 .

・忍 耐 力

・健 康(時 間 外 ,夜 間勤 務 多 し)

・コ ン ピュー タの技 能 と操 作,プ ログ ラムの 内

容 につ い て の知識 。

(3)プ ログ ラ マ

o職 務

・プ ログ ラム仕 様書 よ りフ ロー チ ャー トを作 成

・フ ロー チ ャー トよ リプ ログ ラム作成(コ ー デ

ィング)

●プ ログ ラムの テ ス ト

・ランブ ック作 成

。要 件

・論理 的 思考
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奇システム ・エンジ

ニアの職務内容 と

資格要件。

・記 憶 力

・注 意 力

・忍 耐 力

・コン ピュー タの技 能 と操作 ,プ ログ ラム,業

務 の知識(技 術 計算 では,さ らに数 学 の知識)

(4)シ ス テ ム ・エ ン ジ ニア(SE)

o職 務

・現状 の分析 と問題 点 の摘 出

・新 シス テ ムの体 系 設 計

・コン ピュ ー タに よる処 理 の手順
,入 出力 の様

式,フ ァイル等 の設 計(プ ログ ラム仕様 書)

・関連 す る事務 作 業 の仕 様設 計(周 辺 手続 きの

設 計)

o要 件

・分析 力 と総 合 力

・創造 力

・積 極 性 ・説得 力 ・協 調 性

・健 康

・コン ピュー タの技 能 ,プ ロ グ ラムの初歩,詳

細 な業務 の知 識 。
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6.2.2要 員 確 保

(1)要 員 確 保 の デ ー タ

情 報 処理 要 員 の概 要 (単 位:人,昭 和46年 度,情 報処理実態調査)

職 種

年

,

企業数
総 裏

員 数

シ ス テ

ム ・エ

ン ジ ニ

ア

上 級

プログ

ラ マ

初中級

プロン

ラ マ

オ ペ し/

一 タ

キ ー∨、ン

チ ャ等

管理部

門等の
一般職

員

管理職

45 2,560 84,014 9ユ12 8,619 12710 11,4集 28,145 、9,293 4,640

46
.

3,047 98,687 11,140 12,198 14,069 13,530 30,731 11,505 5,514

伸 び 率(%) 119.0 117.5 122.1 14L5 11σ7 117.7 101.2 123.8 11&3

職種 別の充 足方法 (単 位:96,昭 和46年 度,情 報処理琴態調査)

職 種

充足方法

シ ス テ ム ・

エ ン ジ ニ ア

上 級

プログラマ

初 中 級

プログラマ
オ ペ レー タ

'

キ ー パ ン チ

ャ 等

社内の能力保有者の起用 536 41.2 14.7 13.0
.7・2

新 規 自 社 養 成 18.3 10.2 16.8 19.0 10.0

新 卒 者 採 用 17.9 31.9 63.8 63.6 78.0

・経 験 者 採 用 10.2 16.7 4.7 4.4 4.8

計 100.0 100.0 100.0 100,0100.O

i
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情 報処 理 要 員は,国 全 体 か らす れ ば17.5%の

増 加 とな って いる が,個 別 企業 の一社 当 りの平 均

要 員数 は0.5人 の減 少 とな って いる 。

① オペ レー タ,キ ー パ ン チ ャ等 の業務 担 当 の職

種 は減 少傾 向 に ある 。

② シス テ ム ・エ ンジニア,上 級 プ ログ ラマな ど,

分析 ・設 計 な どの高 度 の業務 を担 当す る要 員の

必要性 は大 き くなる傾 向 に ある。

(2)社 内 か らの 確 保

一般 に シス テ ム ・エ ン ジニア には
,二 つ の ル ー

トが ある 。一つ は プ ログ ラマで社 内業務 に つ いて

知識 を保 有 してい る老 一 プ ログ ラマ出 身 一 で

あ り,他 は 社 内業 務 の経 験 を相当積 んだ の ち コ ン

ピュ ー タの知 識 を取得 した者 一 業務部 門 出身 一

で あ る。

・システ ム ・エ ン ジニ アの養成 は ある程 度 社 内業

務 の経 験 者 に対 して 行 な うの が効果 的 で あ る。

・初 中級 プ ログ ラマや オ ペ レー タは新 卒 者 に対 し

て行 な う方 が有効 で あ る。

(3)外 部 か ら 採 用

「経 験 者採 用 」 に よ る ものは 全般 的 に低 く,要

員 の流動 化 現 象は顕 著 では ない。 しか し,上 級情

報 処理 技 術 者 の流 動 化 は他 の職 種 に比 べ て進 み つ

つ あ る 。
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(4)要 員 の 充 足 率

要 員の 充足 率 は,昭 和46年 度 は シス テ ム ・エ

ン ジ ニアは か な り充 足 され たが,職 種 と して は最

も充 足 が悪 い状 況 に あ る 。 プ ログ ラマ も上級 者 は

充 足 され て お らず 問題 で ある 。

職 種 別 の 充 足 予 定 比 率

職 種 別

充 足 率

45年 46年

シ ス テ ム ・エ ン ジ ニ ア 15.7 39.8

上 級 プ ロ グ ラ マ 64.7 56.9

初 中 級 プ ロ グ ラ マ 78.8 76.1

オ ペ レ ー タ 92.1

一

834

キ ー パ ン チ ャ 等 81.4 89.0

(注) 充 足 率=
補充予定者数

(通 産 省 編.

補 充 所 要 数

1971.わ が国情 報 処 理実 態 調査)
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6.2.3要 員 の 教 育

要 員 の教 育 に は,一 般 に次 の よ うな基準 が考 え ら

れ る。

、

一人前 に在るための教育機 関 '

シニアに なるた

めの経験年数基 礎 教 育 実 地 教 育

・ ノく. ン チ ヤ 1'週 3週 1年

・ オ べ レ 一 タ 1週 4週 1～2年

・ プ 口 グ ラ マ 3～6週 6～12ケ 月 3～5年

・シ ス テ ム ・エ ン ジ ニ ア 10～20週 12～15ケ 月 6～10年

蘂コン ピュータを導

入す る場合の形態。

6.3コ ン ピ ュ ー タ 費 用

6.3.1利 用 形 態 別 の 費 用 構 成

コン ピュ ー タの利 用 方法 は そ の利用 の方式 ご とに

発 生 す る初期 費用 や毎 月 費用 も異 な る。

(1)単 独 導 入 の 場 合

自社 に 独 自に コ ン ピュー タを導 入 す る場合 で.

一 般 に ,レ ンタ ル,買 取 り,リ ース があ り,こ れ

以外 に信 託 や 割 賦導 入 の方 法 が あ る。

一般 に ソ フ トウェア の開発 に コ ン ピュー タ費用

の 中の6割 の費 用 が か か る 。 したが って 費用 を検

討す る場 合 に,か な りの費用 が レン タル料以 外 に

必要 な こ とを検 討 す べ きで あ る。
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主要 な コ ン ピュー タの単独 導 入 費 用 は

① 導 入準 備 のた め の費用

② 導 入時 の 費 用

買取 りの場 合 は買取 費用

③ 導 入後 の費 用

レ ン タル の場合 には レン タル費 用

が発生 す る。

(2)セ ン タ ー 利 用 の 方 式'

① 計算 セ ン ター利 用 の 方式

計算 セ ン ター を利 用 す る場 合 は,利 用 す る 目

的 に よ って い くつ か の方法 が 考 え られ る 。

提計算センターの利

用方式。

イ.全 部 計算 セ ン ター に まか せ る

ロ.共 用 システ ム方式

計算 セ ン ター利 用 ハ.既 製 プ ログ ラム ・パ ッケー ジ利 用

二 .機 械 の時 間借 リ

ボ.そ の 他

が あ る。発生 す る費 用 も利 用 形態 に よ って非 常

に大 きな差 が あ る。
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② 計算 センター利用の費用

'
費 用 の 目 安 備 考

1.シ ス テ ム 設 計 (1)日 当制の場合 担当者のレベルに より差

1日5,000～50,000円 が あ る。

② 請負の場合

システム設計に要す る期間 と,

投 入,人 数 により見積 る。

㈲ 計算処理料に含める場合

無 料

2.プ ロ グ ラ ミ ン グ 1ス テ ップ150～350円 使 用するプログラムによ

り差 がある。

3.計 算 処 理 {1}小 型 機 、 帳票代は含まない。

に よって差 が② 中 型 機
・

出 る 。

(3)大 型 機!

4.パ ン チ (D数 字 一字当 り

② アル ファベ ットー字当 り

(3)カ ナ一字当 り

③ そ の他 の計算 セ ン ター利 用 方法 の例

・コン ピュー タ利 用 や 導入 の コンサ ル テ ー シ ・

ンを受 け る。

・デー タ処 理 の場 合 で も

伝 票 を持 ち込 ん で処 理 一切 を委 託 す る。 イ

ンプ ッ ト ・デ ー タを作 って(紙 テー プや パ ン
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チ ・カー ド)か ら,委 託 処 理 はす べて ユー ザ

が 行 ない,セ ン ターの機 械 を時 間 借 りす る。

・プ ログ ラマ ,オ ペ レ ー タ,キ ー パ ンチ ャの派

遣 を受 けて 自社 に きて もら うな り,計 算 セ ン

ター で専 属 で働 い て も ら う。

'カ ー ドρパ ンチ の委 託

・カー ド ・パ ンチ を外注 す る(自 社 に導入 した

場 合,パ ンチ ャ不足 をセ ン ター の パンチ で補

う場 合)

・ピーク時 の オ ー バ分 を外 注 す る。

な どが行 なわ れ て い る。

イ.全 部 計算 セ ン ターに まか せ る。

自社 で発 生 す る伝 票 類 をそ の ま ま計 算 セ ン

ター に持 ち込 ん で,計 算 セ ン ター でパ ンチ作

業 か ら作 表 ま での作 業 を行 な うもので あ る。

シス テ ムの設 計 も計 算 セ ン ターで 行 な うの で,

そ れだ け費 用 は高 くな る。

自社 内 で コ ン ピュー タを利 用す るた めの要

員 を必要 と しないの で,利 用 は最 も簡単 で あ

るが,将 来 の有 効 利用 を考 え る場 合 は問題 が

多い 。

ロ.共 同 システ ムの開発 と利用

新 聞販 売 店 の連 合会 の 例 にみ られ る よ うに,

同 業者 が共 同 で必要 な シス テ ムの開 発 を行 な
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●プログ ラム ・パ ッ

ケ ージを利用す る

場合の方法。

o

うもの で ある 。 これは 「共 同計 算 セ ン ター.」

を設 立 す る ので な く,共 同 の プ ログ ラム ・パ

ッケー ジを開 発 す るの であ る。 この場 合 は ハ

ー ドウェア は ,一 般 の営業 計算 セ ン ター を利

用す れ ば よい ので,セ ン ター運営 の 必要 は な

く,必 要 な ソ フ ト開発 費 と毎 月の ラ ンニ ング

コス トだけ で利 用 す る こ とが で きる(利 用 事

例5.4参 照)。

ハ .既 製 プ ログ ラム ・パ ッケー ジの利 用

既製 の プ ログ ラム ・パ ッケージは現 在

④ 「プ ログ ラム調 査 簿 」に登 録 され た プロ

グ ラムの利 用 。

(⇒ 「情報 処 理 振興 事 業 協 会 」の普 及 活動 を

目的 と した パ ッケー ジの利 用 。

ω 計算 セ ン ターや ソフ トウェア企 業 が 開発

した パ ッケ ー ジの利 用 。

⇔ 中小企 業 庁 が 中心 にな って委託 開発 した

パ ッケ ー ジの利 用 。

が考 え られ る。 この場 合 に は,自 社 で開 発 す

る費用 を軽減 で き,し か し効 率 の よい活用 を

図 る こ とが で きる 。共 同 で利 用 す る こ とに よ

って 割安 に コン ピュー タを利 用 す る こ とが で

き.る。 ・
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二 .機 械 の時 間借 り

自社 内 で,シ ス テ ム作 り,パ ンチ作 業 な ど

も行 な って機 械 だけ を計 算 セ ン ター を利 用 す

る場 合 で あ る。計 算 セ ン ター では,オ ペ レー

タをつ け て1時 間 い くらとい う契 約 を行 な う

の で あ るρ

この場 合 の費用 は,

大 型 機10万 ～30万

た とえ ばNEAC2.200-700

FACOM230-45

HITAC8,600,8,450

な ど,

中 型 機3万 ～10万

NEAC2,200-400～500

FACOM230-35

HITλC8,400,8,500な ど,

小 型 機 ～3万

といわ れ て いる 。

(3)共 同 計 算 セ ン タ ー 設 立 運 営

中小企業 振興 事 業 団 の同業 団 体 中心 の計 算 セ ン

ター設 立 の場 合 には,高 度 化資 金 の貸 付 けが受 け

られ る 。貸 付 け を受 け られ る業 者 は,事 業 協 同組

合,商 工組 合共 同 出資 の株 式 会社 で次 の条 件 が あ

る 。
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① 貸付対象者の要件

常時一定 の数以上 の利用者が あり,計 算 セン

ターと利用者の間に継続的に利用す ることを話

し合 った契 約が結ばれている こと。

30人 以 上の参加 があ り8割 以 上が中小企業

者 であること。

② 貸付の対象 となる施設

共同計算 セン ターが設 置または取得す る土地

建物,コ ン ピュータお よび付属設備 。

③ 融資条件

投資総類 に対 して65%ま で融資が受け られ

る。

償還 期 間12年 以 内(2年 据 置,10年 均

等 返済)

利 息2.7%以 内

④ 共 同計 算 セ ン ター利用 の メ リッ ト

中小企 業 が単 独 で事務 の合理 化 を進 め る手 段

と して単 独 で導 入す るに は,費 用 の点,人 材 の

点 で問題 が 多い 。そ こで共 同計算 セ ン ター を設

立 して共 通 の事 務 シ ステ ムを開発 して共 同利 用

す れば事務 テ ス トの節 減 や共 同 での システ ムが

開発 で きる 。
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⑤ 利 用 の た めの 費用

共 同計 算 セ ン ター を設 立,運 営 す るた めには,

まず 創業 費 と開業 費 が必 要 で あ る。

θ 創業 費;設 立 が決定 さ れ て後,実 際 に開業

す る前 に最初 に必 要 とな るのが 創

業 費 で ある。

発 起 人等 会合 費,創 立 事務 所 費,

定 款 認 証 費,印 刷 費,創 立総 会 費

な どで あ る。

ω 開業 費;営 業 を開始 す る ま での 間 に要す る

費用 で ある。

・設 備 費用(電 気 工事 費 ,空 調 工事

費,改 装 工事 費,そ の他)

・建 物 やス ペー ス の借 家権(敷 金 あ

るい は,保 証 金)

・コ ン ピュー タ付 帯 費用(輸 送 費 ,

荷造 費,据 付 費,調 整 費)

・付 器 備 品

・そ の他 ,セ ン ター設 備 費(電 話 加

入権,電 話債 権,自 動 車,そ の他)

・開業 準 備 費(要 員教 育 費 ,プ ログ

ラム ・テ ス ト費,人 件 費,PR費

用)

以 上,一 般 の計 算 セ ン ター設 立の 場合 と同 様
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■

で ある。共 同 計算 セ ン ターの場合 には,こ れ に

参 加す るた め に,資 本 金 を払 込 ん だ り,保 証金

を積 む ことに な る。

例.資 本金:発 行株 式4万 株(額 面1株500

円)=2千 万 円

借 入金(保 証金):セ ン ター利 用 会社 か ら

1口30万,5年 据 置,10年 均

等 返済,無 利 子

口数 は

従 業 員200名 まで1口

300名 以 下2口

300名 以 」二3[]

㈲ 利 用料 金;共 同計 算 セ ン ターの運 営 費用 は

参加企 業 の利用 料 に よって まか

な うわ け で,利 用 料 の 負担 が大

きい と,参 加 企業 を集 め た り,

引止 め て お くこ とは 不可能 で あ

る 。料 金 は で きるだ け低 くす る

こ とが必 要 で ある。必 要 な料 金

算 定 の基 準 は下記 の式 で求 め ら

れ る。

コ ン ピ ュー タ月 間総 運 営 費
× マ ー ジン率

200時 間 × 操 業 度
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(4)電 電 公 社 の 通 信 サ ー ビス

販 売在 庫 サ ー ビス(DRESS),電 話 計算 サ ー

ビス(DIALS),科 学技術 計算 サ ー ビス(DE

MOS)の 三種 類 の サ ー ビス が あ る。

費用 と しては,(イ)加 入時 の 費用,同 毎 月 の費 用

が 発生 す る 。.

(イ)加 入 時 の費用

・債権 の 引 き受;100A型 デ ー タ宅 内 装 置
o

(1台 に つ き)110万 円

200B型 〃240〃

200C型 〃350〃

・取 付 料 実 質 負 担

⇔ 毎 月 の 費 用

・宅 内 装 置1台 に つ き毎 月 料 金

100A型 デ ー タ宅 内 装 置27,000円

200B型 〃58,000円

200C型 〃84,000円

・記 憶 装 置 を 占有 す る使 用 料

10万 字 ご とに 毎 月4,200円

・セ ン タ ー の コ ン ピ ュ 三 夕使 用 料

伝 票 一 枚 ご と に基 本 料 金10円

伝 票 の 内 容 は1ケ 月通 算 し て行 数 で 計 算 す

る 。100行 で150円

記 憶 内 容 の 変 更1件 ご と10円

一73一

膏電電公社のデータ

通信サー ビス。



6.4運 用 組 織

コン ピ ュー タ担 当 部 門 の 組織

運用組織 は企業 ごとに異 なる(中 小企業の場合は ト

ップ直結の組織 が最 も効率 的に運用 できるのでは なか

ろ うか)。'

o
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7.利 用 ま で の準 備

7.1推 進 体 制 の 確 立

推進 体制 と して,ゼ ネ ラル ・ス タッフを設 け る場 合

は,合 理 化委 員会,企 画 室,利 用 準備 室 な どの名 称 が

つ け られ る 。他 は既 存 の組織,た とえ ば経 理部,業 務

部,総 務 部 を中心 に導 入 推進 をす す め る場 合 が ある。

推進 体 制 の主 た る業務 は業 務 の標準 化,教 育,PR

の 活動 で あ る。

1.

マ

ス

タ

|

●

プ

ラ

ン

2、

個

別

計
画

3.

業

務

基

準

[

↑

{
{

機械化方針 の設定

↓

全 社 的 協 力 体 制

↓

新 システムの経済性検討

↓

対 象 業 務 の 選 定

↓

機 種 選 定

↓

レ 功 ト・デー・帳票設鵠

↓

業 務 基 準 の 決 定

↓

対象業務の機械化手続
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主 と して1.2.の 作 業 が 中心 となb,3は 具 体 化 の ス

テ ップ,実 施 す る場 合 に取 り扱 う場 合 が 多い 。

この推 進体 制 の仕 事 は次 の よ うな仕事 か ら成 り立 っ

て い る。

・コン ピュー タを稼動 させ 運 営 す る仕 事 の検 討 。

・コン ピュー タに のせ るぺ き仕 事 の検 討 。

・シ ステ ムを設 計 す るた め の調 査,研 究,実 施 の仕事 。

・コ ン ピュー タ利 用 を行 な って 有効 活用 を行 な うた め

のPR。

・コン ピュー タ活用 を評 価 す る仕事 。

な どであ る 。

推 進 の成果 を あげ る のは,中 小企 業 の場 合,社 長 や

「お や じ」で あ って,こ れ らの トップが本 気 で や る気

になれ ば,推 進 体制 の 大 きなモ チ ベrシ ・ン とな る 。
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7.2導 入 利 用 準 備 の た め の 組 織 秘コンピュー タ利用

を推進す るための

組織。

導 入 組 織 利 点 欠 点

1.専 門部署 を

新 設 ・

・最 も強力に推進で きる。 ・費用 がかかる。

・大げさになりやすい。

、・入集 めが困難

2.既 存部 門が

担当

・比較的簡単 に発足で きる。

・担当部 門の仕事がのせやす

いo

・全社的 システムが伸びない。

・片手間仕事 になりやすい。

・他部 の仕事がおろそかになる。
.

3、 委員会方式 ・ただちに組織できる各部の

事情が反映 し連絡がよくな

る。

・聡知総意を結集 しやすい。

.

・無責任集団 になりやす く行動 につなが

らない。

・招 きて集 らず

・会 して議せず

・議 して決せず

・決 して行 なわず

4.個 人的専任

者の任命

任命容 易 ・大 きな力を結集 しに くい。

・調査的な ことしかで きない。

5コ ンサルタ

ント委嘱

・専門知識が ある。

・豊富 な経験 を生 かせる。

・第三者なるがゆえに意見が

通 りやすい。

・適切 な人が得が たい。

・フル タイムのサービスが期せ られない
。

・社内事情 に暗い 。

・社内での コミュニケーションが悪い 。

(日 経文庫 「電子計算機入門」より)

担当す る委 員の必要 な人選基準 としては次の ものが
1

考 え られ る 。

・少kく と も1名 は も し導入 が決 定 した場合 ,責 任者

も しくは担 当者 と なる人 。

・少 な くと も3年 以 上 の実 務 経 験 が ある こ と。

・社 内 を全 般 的 にみ て現状 を 常 に改善 しよ うとい う意

欲 の持 ち主 で ある こ と。

が必要 で あ る。

、
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7.2適 用面,実 施 順 位,実 施時 期 な どの 決定

7.2.1適 用 面

第1の 適用分析 と内容

毎 日,毎 月,毎 年 などに作成 が必要 不可欠 な

ものへ適用(最 も大切 な適用対象)。

イ
処 理 一

一
入 力 デ ー タ

基本給,出 勤,残 業

早退,家 族移動

出 力

ー ー 一 寸

露 ㌶ 与明細)1

∪ 一

例(人 事)

・毎 日の出退勤 ,残 業

・毎月の保険料徴収

・毎月の給料支払

・年2回 のボーナス

・年1回 の年末調整

その他,在 庫,生 産,

販 売,財 務の毎 日,

毎 月,作 業
|

縢=霊 ≧;三鑓;}
省力化機械からマネジメントの道具への転換

↓
|

1第2の 適 用分野 と内容

l

l第1の 出力 の内容や入力データを もとに して,デ ータ

1を 意 思決定 に役立つ ように加工 し,適 用。

1

l

L__

)

処 理 「コ
入 力

、

出 力

例(入 事)

・職場別出勤状態

・勤続別一覧

・基本給の分布表

・年令別賃金一覧

・男女別年令構成表

第3の 適用分野と内容

職務別の必要人員数や能力構造の予測を行なって経営に役立てる。

〆
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7.2.2実 施 順 位

1.目 的 の 明 確 化

2.出 力 情報(ア ウ トプ ット)の 明確化

3.入 力 情報(イ ンプット)の 明確化

4.現 行処理状況の分析

1・ ・ 新 システムの設計

1.プ ログラミング条件の確定

2.コ ー デ ィ ン グ

3.「 機 械語」への変換

4.デ ー タ ・ テ ス ト

L・ ドキ・メンテ ーシ ・ン麟

T

j

j

⊥

『

　

了
オペ レーシ ョン(プ ログラムの実行)

一第
3段階
⊥

一般 に ,あ る問題 を コン ピ ュ

ー タを媒体 と して解 決 した り,

特 定 の業 務 をED化 す る場 合 の

基 本 的 ス テ ップは左 の とお りで

あ る。

大 別 す る と,

第 一 段階 は 目的 を明 確 に して

新 シ ステ ムの設 計 まで。

第2段 階 は プ ログ ラ ミン グ。

第3段 階 は具 体的 な プ ログ ラ

ムを実 行 して実 施 す る段階 であ

る 。
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蘂企業で コン ピュー

タを利用す る場合

の全社的な教育,

研 修 の必要性 。

7.3全 社 的 研 修

(1)経 営幹 部 の コ ン ピュー タに対 す る積極 的 な理 解 と

主 体 的行 動 が可 能 と なる よ うな トップ向け の教 育 。

企 業経営 に おい て コン ピュー タは何 のた め に有効

な手 段 と して使 え るのか,こ の根 本 的 な命 題 を解 く

の が経 営者 自身 であ り,そ の ため の研 修 や教 育 体制

が 必 要 で あ る。

企業独 自の経営 情 報 シス テ ムを開発 し,そ れ を 自

ら推進 ず るのが トップの 役 目で ある 。

(2)経 営幹 部 を補 佐 す る担 当部 門 の体質 強化 とシス テ

ム思考 の教 育

トップを補佐 す る体制 が弱体 では,コ ン ピュ ー タ

化 はむ ずか しい 。 トップの意 向 を受 け てそれ を具 体

化 す る能 力 と体制 作 りの教 育 活動 を行 な う。

(3)中 堅幹 部 に コ ン ピ ュー タの管理 効果 を研修 す る。

(4)一 般従 業 員にPRを 徹 底 す る教 育 を行 な う。

以 上 の教 育 を基 本 と して導 入 す る場合 や利 用 す る場

合 の 担 当者 の具 体 的利 用 を専 門 的 に研 修す る 。
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7.4利 用 方 式 の 決 定

一 復 習 をか ね て 一

利 用 方式 を決 定 す る ため には,い くつ か の要 因 か ら

検討 す る こ とが必 要 と な る。

1.利 用 の形 態 は ど うか 。

・自社 導 入 ,計 算 セ ン ター利用,共 同 計 算 セ ン ター,

通 信 サ ー ビス利用 。

・計 算 セ ン ター利 用 には ,い くつか の方式 が ある。

2.適 用業 務 の選 定 は ど うか 。

・省 力効果 ,企 業 メ リッ トの計算 。

・適 用順 序 は 検討 が必 要 で あ る。

3.費 用 や採 算 は ど うか 。

・初期 費用 ,シ ステ ム開発 費用,ラ ンニ ング費用 。

・特 に システ ムの開発 には 費用 が か か る。

4.推 進 の体 制 は ど うか 。

・ トップが ど こまでや る気 なのか 。

・内部 の体 制 作 り,外 部 の協 力体 制 。

以 上 の諸 点 につ い て検 討 を行 な って利 用 の可 否,方

式 を決 定 す るが,そ の場 合,信 頼 すべ き機 関へ の 相談

も必要 で あ る。
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8.利 用 の た め の心 構 え

蘂コンピュータを利

用するにあたり,

経 営者 として最 も

留意すべき事項 。

8ユ 経 営 者 の 決 意 と 先 導

・経営者は コン ピュー タ利用 の責任者であ る。

・対外的(特 に取引先 に対 して)PRす ろ責任 を も

つo

・費用 と効 果 を考 え て ,利 用 を考 え る こ とが必 要 と

なる。

・企業 の発展 と成長 を考 え るな ら,コ ン ピ ュー タの

利用 を考 え る必 要 が あ る。

・システ ムや業 務 が 拡張 す る もの と考 え て利 用 体制

を考 える べ きで あ る。

・長期 的 思考 で取 組 む こ とが必 要 であ る。

そ の企業 の経 営 者 が,ど こまで コ.ンピュ一 夕を理 解

コ ン ピュー タ化 へ の意欲 と決 意 を もって い るか,し,

さ らに強 力 な リー ダ シ,ップで行 な う先 導 に よって利 用

の効果 は左右 され るので あ る。

静コンピュータ利用

にあた り,シ ステ

ム化が必要とされ

る理 由。

8.2前 提 条 件 と し て の 仕 事 の シ ス テ ム 化

① コ ン ピュー タ化 の前 に,必 ず徹底 した事 務,管 理

の仕方 を分 析 してお い て,企 業 の行 動 を も合理 化 し

て お く必要 が あ る。

② 仕事 を システ ム的 に処理 す る となる と,現 在 の仕

事 を コン ピュー タ向 きに作 り替 え る ことが必 要 とな
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って くる。 そ こに発想 の転換 が要請 され る。

③ 従 来 の や り方 は組 織 形態 で も仕 事 の仕組 み で も,

人 々の考 え 方 で も,「 部分 の積 み上 げ の上 に成果 を

得 よ うと した 」 の であ る。

④ そ れぞ れ の要 素 や部 分 に と らわれ ない で,機 能 す

る実 体 を全 体 的 な体 系 ない しシス テ ム と して み る こ

とが必 要 で あ る 。

⑤ コン ピュー タ化 に当 っては,事 務 だけ を取 りあげ

るのでは な く,従 来 の 事務 →管 理 →具 体的 企 業行 動

とい う,す べ ての分 野 に対 して シス テ ム とい う立 場

で再 検討 が 必要 と なる 。

&3利 用 目 的 と メ リ ッ トに 対 す る 考 え 方 の 確 立

① コ ン ピュー タの利 用 目的 とそ の メ リッ トに対 す る

期 待 は,コ ン ピュー タの導 入 前 にな され るべ き もの

で ある 。

② 企 業 が独 自 に,コ ン ピュ ー タの利 用 目的 とそれ に

対 応 す る メ リッ トを算 定 す る必 要 が ある 。

③ メ リッ トは,対 外的(取 引先,業 界,地 域 な ど)

対 内的(組 合,職 制,対 象業 務 な ど)効 果 や タイ ミ

ング,長 期 的 視 野,技 術 変 化,要 員 の育成 な どか ら

総 合的 に勘 案 す べ きで ある 。

寿コン ピュー タ利用

のメ リッ トについ

て考える場合の留

意事項 。
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8.`1,日 常 業 務 処 理 面 へ の 適 用 の 重 視

① コン ピュー タを利用 す る場 合,大 量単 純 処理 の く

りか え し処理 が 最 も効 率 が よい。

② この 日常 業務 活動 を無 視 して コン ピュー タ化 して

も,企 業経 営 で の効果 は 少 ない。

③ 日常 くりか え しの単 純業 務 処理 が,コ ン ピュ ー タ

機 能 の ファ イル処 理 的 利用 に最 も向い て い る。

(フ ァ イル 処理 的利 用:記 録,検 索,出 力機 能 を中

心 に コン ピュ ー タを利 用 す る こ と)

地 道 に 日常 業務,処 理 の業務 に取 組 む こ とが大切 で

ある。

今 日,中 小 企業 経営 の大 きな課題 は ここに ある 。

7

蘂コンピュータ利用

についての対内的,

対 外的調整 のポ イ

ン ト。

8.5全 社 的 理 解 と 協 力 の 確 保

① コンピュータを有効に利用す るためには,全 社的

な組織 仕組み といった ものを作 り替えなければなら

ない。

② それが企業 の管理分野 や行動 に も大 きな影響 を与

え る。

③ 全社的 な理解 と協力が必要 とな って くる。

全社的協力と理解を得 るためには,

① 経営者の決意 と先導が何 をおいて も欠かす ことが

で きない要件 であるが

② 企業のすべての人に,コ ンピュー タ化が自分たち
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の課題 で ある ことを理 解 させ.PRす る こ とも必要 で

あ る。

8.6取 引 先 の 理 解 と 協 力 の 確 保

① トップ層初 め セ ー ルス担 当 者 が充 分取 引 上 もメ リ

ッ トが 出 て くる こ とをPRし 左け れば な らない 。

② 一 方的 押 しつ け で な く協 同 システ ムの 開発 な ど も

考 え る こ と。

③ 計数 化 が進 ん で,得 意 先 を数 字 で判 断 す る よ うに

な らない こと(得 意先 が数 字 にみ え て くる)。

な どに努 力 して,理 解 と協 力 を獲 得 す る こ とが絶 対 必

要 とな る。

8.7長 期 的,拡 大 発 展 的 な 視 野 の 必 要 性

① 現 状 での利 用 だ け を考 え て い る と明 日の利 用 では

す ぐに行 きづ まる 。

② 拡 張性 を考 えな い利 用 は ムダが 多 い 。

③ 企 業 は,現 状 で の利用 を考 え てい る とベ イ しな い。

企業 は拡 大 し,成 長 す るか ら長期 的 にみ ては じめ て

ベ イす る。

そ こで,企 業 の シス テ ム化 や,コ ン ピュ ー タ化 には,

常 に長期 的 な立場 か らの判 断 が不可 欠 とな る。企 業 は

将 来 拡 大発 展 してい くとい う視 野 に立 った判 断 が考 慮

され,計 画 され て い なげ れ ば な らない 。
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